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1.  22年3月期の業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 4,590 △23.8 66 ― 16 ― 12 ―
21年3月期 6,026 △25.9 △968 ― △963 ― △3,129 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 0.54 ― 0.4 0.2 1.4
21年3月期 △134.40 ― △70.0 △11.6 △16.1

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 7,003 2,884 41.2 123.93
21年3月期 6,619 2,799 42.3 120.28

（参考） 自己資本  22年3月期  2,884百万円 21年3月期  2,799百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 83 △209 534 1,449
21年3月期 163 △267 291 1,039

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 

（予想）
― ― ―

0.00 
～2.00

0.00 
～2.00

―

3.  23年3月期の業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

2,400 14.3 144 ― 118 ― 64 ― 2.75

通期 4,800 4.6 233 251.6 181 978.7 123 873.1 5.28
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

〔(注) 詳細は、17～21ページ「重要な会計方針」をご覧ください。〕 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 23,380,012株 21年3月期 23,380,012株
② 期末自己株式数 22年3月期 106,154株 21年3月期 102,231株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提、見通し、計画に基づく予測が含まれております。世界経済、競合状況、為替の変動等に係
わるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想数値と大幅に異なる可能性があります。 
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一昨年のリーマン・ショックに始まる世界金融危機は、世界的な財政出動や金融緩和という異例の措置が奏功

し、新興国を中心に悪影響を克服しつつあり、我が国経済においても生産の大幅な落ち込み、深刻な雇用情勢と所

得環境の悪化等全般に厳しい状況で推移したものの、当事業年度後半からは在庫調整の進展と海外経済の回復を背

景とした輸出、生産の増加、設備投資の下げ止まり等緩やかな回復傾向を辿りました。 

当社を取り巻く環境においても当事業年度後半からは、依然として極めて低水準にはあるものの最悪期を脱して

徐々に需要状況は好転してまいりました。 

このような状況下当社におきましては、経営再建に向け損益分岐点の引き下げと安定収益体質への強化を図るべ

く、生産拠点の統廃合による設備の効率運用、新生産体制の整備、人員体制の適正化、受注確保のための積極的な

営業活動、より加工度の高い製品を収益の柱とするべく新製品の開発、及び報酬給与のカットを含めた社外支出削

減等による収益構造の改善に取り組んでまいりました。 

この結果、売上高は4,590百万円、前期比23.8％の減収となりました。 

損益面では、生産体制整備の進捗と生産回復に伴う費用効率の改善、従業員の削減及び工場閉鎖等による固定費

削減効果によって、営業利益は66百万円(前事業年度は968百万円の営業損失)となりました。 

新規借入の実施に伴う支払利息の増加、旧深川工場の遊休化による管理費用の計上等によって経常利益は16百万

円(前事業年度は963百万円の経常損失)となりました。 

また、旧深川工場の残存機械等の売却益17百万円、貸倒引当金の戻入額13百万円を特別利益に計上し、土壌汚染

調査及び汚染土壌処理費用等の環境対策費用32百万円を特別損失に計上した結果、当期純利益は12百万円(前事業年

度は3,129百万円の当期純損失)となりました。 

売上高の部門別状況は、次のとおりであります。 

タングステン・モリブデン製品は、レンジ用モリブデン加工品、タングステン及びモリブデン棒・磨棒、モリブ

デン線条、モリブデン板・板加工品が大幅に減少し、売上高は2,604百万円(前期比35.6％減)となりました。 

合金及び電気・電子部品は、光通信用タングステン合金が減少し、売上高526百万円(前期比23.2％減)となりまし

た。その他の製品は、自動車用電極が増加し、売上高864百万円(前期比2.5％増)となりました。 

電気・電子部門合計は売上高3,995百万円(前期比28.3％減)となりました。 

超硬合金部門は、地盤改良用工具の海外向けスポット受注の増加により、売上高は595百万円(前期比30.7％増)と

なりました。 

  

当事業年度における生産実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は平均販売価格によっております。 

２ 記載金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

当事業年度における受注実績及び受注残高を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 
(注) １ 記載金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

(2) 生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

事業部門 生産高（千円）

対前期

増減率

（％）

電気・電子部門 3,699,832 △34.1

超硬合金部門 592,600 33.0

合 計 4,292,433 △29.1

② 受注実績

事業部門 受注高（千円）

対前期

受注残高（千円）

対前期

増減率 増減率

（％） （％）

電気・電子部門 3,826,889 △28.8 307,795 52.1

超硬合金部門 584,835 27.1 15,334 △20.2

合 計 4,411,724 △24.4 323,129 45.8
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当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 
 （注）１ 輸出販売高及び輸出割合は、次のとおりであります。 

 
    ２ 主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は、次のとおりであります。 

 
    ３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
４ 前事業年度の「主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合」は、すべての取引先の当該割

合が100分の10未満のため記載しておりません。 

    ５ 記載金額には消費税等は含まれておりません。 

    ６ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産の残高は、4,403百万円（前事業年度末は4,191百万円）となり、211百万円増

加しました。 

現金及び預金が409百万円の増加、受取手形及び売掛金等の売上債権が373百万円の増加、製品、原材料、仕

掛品及び貯蔵品等のたな卸資産が484百万円の減少、未収還付法人税等が85百万円減少したこと等が主な要因で

あります。 

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産の残高は、2,600百万円（前事業年度末は2,427百万円）となり、172百万円増

加しました。 

有形固定資産が92百万円増加、投資有価証券の期末時価評価により70百万円増加したこと等が主な要因であ

ります。 

  

③ 販売実績

事業部門 品   種

販売高（千円）
増減金額 
（千円）

 対前期
 増減率 
 （％）第59期

第60期
（当事業年度）

電気・ 
電子部門

タングステン 1,445,776 856,113 △589,663 △ 40.8

モリブデン 2,596,574 1,748,139 △848,434 △ 32.7

タングステン・モリブデン部門 4,042,351 2,604,252 △1,438,098 △ 35.6

合金及び電気・電子部品部門 685,542 526,652 △158,889 △ 23.2

その他部門 843,670 864,778 21,107 2.5

電気・電子部門計 5,571,564 3,995,683 △1,575,881 △ 28.3

超硬合金
部門

超硬合金部門 455,434 595,251 139,816 30.7

合  計 6,026,998 4,590,934 △1,436,064 △ 23.8

第59期 第60期（当事業年度）

輸出販売高（千円）
輸出割合
（％）

輸出販売高（千円）
輸出割合
（％）

1,214,216 20.1 1,050,992 22.9

輸出先 第59期 第60期（当事業年度）

％ ％

アジア 96.1 98.1

その他 3.9 1.9

合  計 100.0 100.0

相手先
第59期 第60期(当事業年度)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

GENBOND ENTERPRISES 
LIMITED

― ― 649,553 14.1

日本特殊陶業㈱ ― ― 617,867 13.5

(3) 財政状態に関する分析
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（流動負債） 

当事業年度末における流動負債の残高は、2,343百万円（前事業年度末は2,332百万円）となり、11百万円増

加しました。 

支払手形、買掛金等の仕入債務が186百万円増加、短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金が91百万円増

加、未払金が275百万円減少、設備関係支払手形が60百万円増加したこと等が主な要因であります。 

未払金の減少は、希望退職者への退職金等の支払い等によるものであります。 

（固定負債） 

当事業年度末における固定負債の残高は、1,775百万円（前事業年度末は1,486百万円）となり、288百万円増

加しました。 

長期借入金が549百万円増加、退職給付引当金が143百万円増加、事業構造改善引当金が373百万円減少したこ

と等が主な要因であります。 

長期借入金の増加は、工場統合に伴う設備等の移設、新設に係る費用及び新生産体制が本格稼働するまでの

運転資金、希望退職者への退職金等事業構造の改善に要する資金として900百万円を借り入れたことによるもの

であります。 

退職給付引当金の増加は、希望退職者を除いて期中退職者数が減少したこと、従業員数の減少に伴って年金

掛金拠出額が減少したこと等によるものであります。 

事業構造改善引当金の減少は、収益構造の改善を目的とした諸施策に使用したことによるものであります。 

（純資産） 

当事業年度末における純資産の残高は、2,884百万円（前事業年度末は2,799百万円）となり、84百万円増加

しました。  

当期純利益12百万円、その他有価証券評価差額金が72百万円増加したこと等によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 

営業活動の結果得られた資金は83百万円となり、前事業年度に比べ79百万円減少しました。 

前事業年度に比べ減少した要因は、税引前当期純利益の改善、仕入債務の増加等の資金増加要因はあったも

のの、売上債権の増加、減価償却費及び減損損失等非資金費用の減少、事業構造改善引当金及び未払金の減

少、たな卸資産の減少額の縮小等の資金減少要因によるものであります。 

投資活動に使用した資金は209百万円となり、前事業年度に比べて57百万円減少しました。 

有形固定資産の取得による支出が減少したことが主な要因であります。 

財務活動の結果得られた資金は534百万円となり、前事業年度に比べて243百万円増加しました。 

長期借入金の増加が主な要因であります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
 （注） １．下記の方法で算出しております。       

 
  

今後の経済見通しにつきましては、国内政治の不安定化や失業率の高止まり、デフレ圧力の高まりによる需要の

減退等不安材料はあるものの、引き続き緩やかな回復基調を維持するものと見込まれます。 

当社におきましては、引き続き収益基盤の強化に取り組んでまいります。 

業績予想につきましては、１ページ「23年３月期の業績予想」に記載いたしております。 

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期
平成22年３月期
(当事業年度)

自己資本比率(%) 62.3 61.9 61.7 42.3 41.2

時価ベースの自己資本比率
(%)

88.4 60.9 32.0 22.9 30.9

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

10.4 3.1 5.7 9.4 32.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

8.8 21.0 9.4 5.3 1.6

   自己資本比率 自己資本/総資産

   時価ベースの自己資本比率 株式時価総額/総資産

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率 有利子負債/営業キャッシュ・フロー

   インタレスト・カバレッジ・レシオ 営業キャッシュ・フロー/利払い

２．株式時価総額 期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）

３．有利子負債 期末日における借入金残高であります。

４．営業キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー計算書における「営業活動によるキャ

ッシュ・フロー」であります。

５．利払い キャッシュ・フロー計算書における「利息の支払額」であ

ります。

(4）次期の見通し
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当社は事業活動から得られた成果の配分を重要な経営課題としており、業績を反映した株主各位への利益還元を

重視する一方、今後の事業展開に備えるための内部留保の充実を総合的に勘案し、利益配当の額を決定することを

基本としております。 

当期の配当につきましては、十分な原資を確保できず、誠に遺憾ではありますが、引き続き無配とさせていただ

き、復配の実現に向けて業績回復を確実なものとすべく全社一丸となって取り組んでまいります。 

次期の配当予想につきましては、１ページ「配当の状況」に記載いたしております。 

  

当社は、前事業年度の有価証券報告書(平成21年６月26日提出)において、売上高の減少、営業損失、経常損失及

び当期純損失の計上により、「継続企業の前提に関する重要事象等（提出会社が将来にわたって事業を継続すると

の前提に重要な疑義が生じさせるような事象又は状況）」を記載いたしました。  

  しかしながら、当事業年度を通じて実施した生産拠点の統廃合による設備の効率運用、新生産体制の整備、人員

体制の適正化等の対策を講じた結果、売上原価は大幅に低減し原価率も大きく改善しました。  

  これに加えて、受注は前事業年度の第４四半期を底にして緩やかに回復傾向を示しており、工場の稼働状況も

徐々に改善してまいりました。  

  この結果、平成22年３月期第３四半期会計期間、及び第４四半期会計期間には連続して営業利益、経常利益の黒

字化を達成いたしました。  

  また前述の経営改善効果は、今後の損益にも好影響を及ぼすものであることから、当決算短信において「継続企

業の前提に関する重要事象等」は存在しないものとして当該事項の記載を解消することといたしました。  

  

最近の有価証券報告書（平成21年６月26日提出）における「事業系統図」(事業の内容)及び「関係会社の状況」

から重要な変更がないため、「関係会社の状況」の開示を省略いたします。 

  

平成21年３月期決算短信（平成21年５月８日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省

略いたします。 

  

平成21年３月期決算短信（平成21年５月８日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省

略いたします。 

  

今後の経済見通しにつきましては、国内政治の不安定化や失業率の高止まり、デフレ圧力の高まりによる需要の

減退等不安材料はあるものの、海外経済の好調持続に依存した輸出の増加と、企業収益の改善による設備投資の増

加によって緩やかな回復基調を維持するものと見込まれます。  

 当社は当事業年度を通じて生産体制の集約、固定費削減を中心とした収益構造の改善策に取り組み、需要の回復

もあって前年度の大幅な経常赤字から経常黒字に転ずることができました。  

 しかしながら、この回復は一部製品のスポット受注に支えられた面があり、また２工場での生産体制の整備は途

上であり、当社の安定的な収益体質への転換は道半ばであると認識しております。  

 また、低炭素化社会へ向けた地球規模での取り組みが活性化している中、照明分野においてＬＥＤ(発光ダイオー

ド)への転換の動きが加速しており、タングステン、モリブデンを使用する製品においても、より省エネ効果の高い

ＨＩＤランプ（高輝度放電ランプ）、電球型蛍光灯への転換が進む等当社の事業環境は大きく変化しつつありま

す。  

 当社は、需要動向の変化を的確に捉えた新製品開発と商機の拡大に注力するとともに、当事業年度に引き続き効

率的な生産体制の整備、外買材料を活用したコスト競争力の強化、高加工度製品の拡大、間接部門の効率化等を通

じた収益体質の強化に取り組んでまいります。 

(5）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(6) 継続企業の前提に関する重要事象等

2. 企業集団の状況

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 中長期的な会社の経営戦略

(3) 会社の対処すべき課題
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4.【財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,039,428 1,449,015

受取手形 336,462 360,022

売掛金 642,270 992,226

商品及び製品 89,817 106,313

仕掛品 1,166,086 922,340

原材料及び貯蔵品 761,418 503,822

前払費用 39,729 41,864

未収還付法人税等 85,785 －

その他 30,719 42,900

貸倒引当金 △97 △15,474

流動資産合計 4,191,619 4,403,032

固定資産

有形固定資産

建物 1,965,631 2,119,750

減価償却累計額 △1,695,712 △1,721,556

建物（純額） 269,919 398,194

構築物 267,545 275,975

減価償却累計額 △232,835 △237,653

構築物（純額） 34,709 38,321

機械及び装置 6,076,584 4,893,251

減価償却累計額 △5,644,031 △4,492,727

機械及び装置（純額） 432,553 400,524

車両運搬具 10,969 8,573

減価償却累計額 △10,823 △8,476

車両運搬具（純額） 145 97

工具、器具及び備品 787,416 698,808

減価償却累計額 △712,452 △620,329

工具、器具及び備品（純額） 74,963 78,478

土地 901,460 901,460

リース資産 118,024 114,984

減価償却累計額 △29,258 △50,557

リース資産（純額） 88,766 64,426

建設仮勘定 － 13,470

有形固定資産合計 1,802,517 1,894,972

無形固定資産

ソフトウエア 2,050 1,350

リース資産 6,734 3,680

電話加入権 4,725 4,725

無形固定資産合計 13,509 9,755
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 318,858 389,161

関係会社株式 16,435 16,435

従業員に対する長期貸付金 4,833 6,225

長期未収入金 － 10,643

破産更生債権等 179,239 1,208

長期前払費用 13,538 3,570

保険積立金 218,484 216,447

敷金 35,303 43,624

その他 30,370 32,485

貸倒引当金 △205,578 △24,438

投資その他の資産合計 611,484 695,362

固定資産合計 2,427,511 2,600,090

資産合計 6,619,131 7,003,122

負債の部

流動負債

支払手形 70,301 128,063

買掛金 282,126 410,397

短期借入金 1,150,000 1,100,000

1年内返済予定の長期借入金 209,500 351,000

リース債務 50,671 12,048

未払金 445,974 170,127

未払法人税等 16,870 7,723

未払費用 31,663 27,839

前受金 706 7,381

預り金 11,132 6,771

賞与引当金 61,761 60,030

設備関係支払手形 1,621 62,278

その他 111 －

流動負債合計 2,332,442 2,343,659

固定負債

長期借入金 691,500 1,240,500

リース債務 19,132 7,217

繰延税金負債 38,179 33,899

退職給付引当金 251,473 395,440

役員退職慰労引当金 113,100 86,180

事業構造改善引当金 373,350 －

環境対策引当金 － 11,880

その他 136 －

固定負債合計 1,486,873 1,775,117

負債合計 3,819,316 4,118,777
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,531,828 2,531,828

資本剰余金

資本準備金 2,290,473 －

その他資本剰余金 － 237,794

資本剰余金合計 2,290,473 237,794

利益剰余金

利益準備金 227,780 －

その他利益剰余金

別途積立金 580,000 －

繰越利益剰余金 △2,860,459 12,640

利益剰余金合計 △2,052,679 12,640

自己株式 △19,373 △19,696

株主資本合計 2,750,249 2,762,567

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 49,565 121,777

評価・換算差額等合計 49,565 121,777

純資産合計 2,799,815 2,884,344

負債純資産合計 6,619,131 7,003,122
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 6,026,998 4,590,934

売上原価

製品期首たな卸高 180,111 89,817

当期製品製造原価 5,825,418 3,820,817

当期商品仕入高 12,400 12,977

他勘定受入高 350,491 137,994

合計 6,368,421 4,061,607

他勘定振替高 3,579 2,228

製品期末たな卸高 89,817 106,313

売上原価合計 6,275,024 3,953,065

売上総利益又は売上総損失（△） △248,025 637,869

販売費及び一般管理費

役員報酬 63,120 43,857

従業員給料及び手当 255,404 185,916

賞与引当金繰入額 13,409 12,465

役員退職慰労引当金繰入額 17,400 11,560

貸倒引当金繰入額 － 15,318

退職給付費用 45,756 52,401

減価償却費 30,805 29,988

不動産賃借料 59,169 33,932

荷造運搬費 47,485 38,636

支払手数料 42,392 30,173

旅費及び交通費 － 28,880

その他 145,088 88,461

販売費及び一般管理費合計 720,032 571,591

営業利益又は営業損失（△） △968,058 66,277

営業外収益

受取利息及び配当金 14,972 10,401

助成金収入 22,601 5,546

その他 17,841 20,087

営業外収益合計 55,414 36,035

営業外費用

支払利息 30,285 49,938

遊休資産管理費 － 16,024

固定資産除却損 8,150 5,969

その他 12,784 13,601

営業外費用合計 51,220 85,534

経常利益又は経常損失（△） △963,864 16,779
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 － 17,248

貸倒引当金戻入額 － 13,303

受取補償金 45,000 －

投資有価証券売却益 1,026 －

特別利益合計 46,026 30,551

特別損失

環境対策費 － 32,827

投資有価証券評価損 29,160 4,751

固定資産売却損 － 1,134

事業構造改善費用 794,144 －

減損損失 695,498 －

貸倒引当金繰入額 180,671 －

たな卸資産評価損 90,309 －

ゴルフ会員権評価損 700 －

特別損失合計 1,790,484 38,713

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △2,708,322 8,617

法人税、住民税及び事業税 10,483 7,723

過年度法人税等 7,172 －

法人税等調整額 403,491 △11,745

法人税等合計 421,146 △4,022

当期純利益又は当期純損失（△） △3,129,469 12,640
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,531,828 2,531,828

当期末残高 2,531,828 2,531,828

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,290,473 2,290,473

当期変動額

資本準備金の取崩 － △2,290,473

当期変動額合計 － △2,290,473

当期末残高 2,290,473 －

その他資本剰余金

前期末残高 － －

当期変動額

資本準備金の取崩 － 2,290,473

欠損填補 － △2,052,679

当期変動額合計 － 237,794

当期末残高 － 237,794

資本剰余金合計

前期末残高 2,290,473 2,290,473

当期変動額

資本準備金の取崩 － －

欠損填補 － △2,052,679

当期変動額合計 － △2,052,679

当期末残高 2,290,473 237,794

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 227,780 227,780

当期変動額

利益準備金の取崩 － △227,780

当期変動額合計 － △227,780

当期末残高 227,780 －

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 26,253 －

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △26,253 －

当期変動額合計 △26,253 －

当期末残高 － －

別途積立金

前期末残高 430,000 580,000

当期変動額

別途積立金の積立 150,000 －

別途積立金の取崩 － △580,000

当期変動額合計 150,000 △580,000

当期末残高 580,000 －
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 485,922 △2,860,459

当期変動額

剰余金の配当 △93,165 －

別途積立金の積立 △150,000 －

固定資産圧縮積立金の取崩 26,253 －

欠損填補 － 2,052,679

利益準備金の取崩 － 227,780

別途積立金の取崩 － 580,000

当期純利益又は当期純損失（△） △3,129,469 12,640

当期変動額合計 △3,346,381 2,873,099

当期末残高 △2,860,459 12,640

利益剰余金合計

前期末残高 1,169,955 △2,052,679

当期変動額

剰余金の配当 △93,165 －

別途積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

欠損填補 － 2,052,679

利益準備金の取崩 － －

別途積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,129,469 12,640

当期変動額合計 △3,222,634 2,065,319

当期末残高 △2,052,679 12,640

自己株式

前期末残高 △18,047 △19,373

当期変動額

自己株式の取得 △1,326 △322

当期変動額合計 △1,326 △322

当期末残高 △19,373 △19,696

株主資本合計

前期末残高 5,974,210 2,750,249

当期変動額

剰余金の配当 △93,165 －

欠損填補 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,129,469 12,640

自己株式の取得 △1,326 △322

当期変動額合計 △3,223,961 12,317

当期末残高 2,750,249 2,762,567

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 172,086 49,565

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △122,521 72,212

当期変動額合計 △122,521 72,212

当期末残高 49,565 121,777

東邦金属(株)（5781）平成22年３月期　決算短信（非連結）

13



(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 6,146,297 2,799,815

当期変動額

剰余金の配当 △93,165 －

当期純利益又は当期純損失（△） △3,129,469 12,640

自己株式の取得 △1,326 △322

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △122,521 72,212

当期変動額合計 △3,346,482 84,529

当期末残高 2,799,815 2,884,344
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △2,708,322 8,617

減価償却費 458,505 256,057

減損損失 695,498 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 180,055 △165,763

賞与引当金の増減額（△は減少） △136,671 △1,731

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15,570 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △97,958 143,966

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,200 △26,920

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） 373,350 △373,350

環境対策引当金の増減額（△は減少） － 11,880

受取利息及び受取配当金 △14,972 △10,401

固定資産売却損益（△は益） － △16,114

投資有価証券売却損益（△は益） △1,026 －

支払利息 30,285 49,938

固定資産除却損 8,150 5,969

ゴルフ会員権評価損 700 －

たな卸資産評価損 90,309 －

投資有価証券評価損益（△は益） 29,160 4,751

売上債権の増減額（△は増加） 805,171 △373,515

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,343,118 484,845

仕入債務の増減額（△は減少） △681,765 186,032

未払金の増減額（△は減少） － △354,933

破産更生債権等の増減額（△は増加） △178,031 178,031

その他 176,828 5,823

小計 355,616 13,184

法人税等の支払額 △192,249 △12,326

法人税等の還付額 － 82,640

営業活動によるキャッシュ・フロー 163,366 83,498

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △323,503 △227,825

有形固定資産の売却による収入 － 17,341

投資有価証券の取得による支出 △1,554 △1,181

利息及び配当金の受取額 14,972 10,401

定期預金の払戻による収入 100,000 －

投資有価証券の売却による収入 1,360 －

その他 △58,676 △8,480

投資活動によるキャッシュ・フロー △267,402 △209,743
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 △50,000

長期借入れによる収入 500,000 900,000

長期借入金の返済による支出 △213,130 △209,500

リース債務の返済による支出 △70,861 △52,718

利息の支払額 △31,000 △52,543

配当金の支払額 △92,605 △174

自己株式の取得による支出 △1,326 △322

財務活動によるキャッシュ・フロー 291,076 534,740

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,223 1,091

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 188,263 409,587

現金及び現金同等物の期首残高 851,164 1,039,428

現金及び現金同等物の期末残高 1,039,428 1,449,015
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該当事項はありません。 

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【重要な会計方針】

項目
第59期

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

関係会社株式

 移動平均法による原価法

関係会社株式

 同左

その他有価証券 

 時価のあるもの

 期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。) 

その他有価証券 

 時価のあるもの

 同左

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

 時価のないもの

  同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産
商品及び製品、仕掛品
 先入先出法による原価法(貸借対照

表価額は、収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定)

通常の販売目的で保有するたな卸資産
商品及び製品、仕掛品
 先入先出法による原価法(貸借対照

表価額は、収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定)

原材料及び貯蔵品

 移動平均法による原価法(貸借対照

表価額は、収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定)

原材料及び貯蔵品

 移動平均法による原価法(貸借対照

表価額は、収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定)

(会計方針の変更)

 当事業年度より、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成18年７月５日 企業会計

基準第９号)を適用し、評価基準に

ついては、原価法から原価法(貸借

対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定)に変更

しております。  

この結果、従来の方法によった場合

に比べて、売上総損失、営業損失及

び経常損失が181,783千円増加し、

税引前当期純損失が272,093千円増

加しております。

―

 

３ デリバティブ 時価法によっております。 同左
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項目
第59期

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

４ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法。ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物付属設備を

除く)については、定額法。

 なお、電気・電子部品生産設備の一

部については当社所定の耐用年数

(３年)によっております。

 また、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっており

ます。

 主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

 建物     ７年～38年

 機械及び装置 ３年～７年

有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法。ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物付属設備を

除く)については、定額法。

 なお、電気・電子部品生産設備の一

部については当社所定の耐用年数

(３年)によっております。 

 また、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっており

ます。

 主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

 建物     ７年～38年

 機械及び装置 ３年～７年

 (追加情報) 

当社の機械及び装置の耐用年数につ

いては、当事業年度より、法人税法

の改正を契機に見直しを行い、過年

度取得した資産も含めて法人税法に

規定する耐用年数により減価償却費

を計上しております。  

ただし、当社所定の耐用年数によっ

ている機械及び装置については除外

しております。  

この結果、従来の方法に比べて、売

上総損失が51,524千円増加し、営業

損失、経常損失及び税引前当期純損

失が51,596千円増加しております。

 

 ―

無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

  自社利用のソフトウェアは、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づい

ております。

無形固定資産(リース資産を除く)

  同左
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項目
第59期

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとして算定する方法

によっております。

リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとして算定する方法

によっております。

(会計方針の変更)

  当事業年度より、「リース取引に関

する会計基準」(企業会計基準委員

会 平成５年６月17日 最終改正平成

19年３月30日企業会計基準第13号)

及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会

平成６年１月18日 最終改正平成19

年３月30日企業会計基準適用指針第

16号)を適用し、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理から通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理に変更し、

リース資産として計上しておりま

す。  

なお、リース取引開始日が適用初年

度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、期首に

前事業年度末における未経過リース

料残高又は未経過リース料期末残高

相当額(利息相当額含む)を取得価額

として取得したものとしてリース資

産を計上する方法によっておりま

す。  

この結果、従来の方法によった場合

に比べて、リース資産が有形固定資

産に88,766千円、無形固定資産に

6,734千円、リース債務が流動負債

に50,671千円、固定負債に19,132千

円計上されております。  

なお、当該会計基準適用による損益

への影響はありません。 

―
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項目
第59期

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 売上債権・貸付金等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権につい

ては、貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

賞与引当金

 従業員賞与の支給に備えるため、当

期に負担すべき支給見込額を計上し

ております。

賞与引当金

同左

役員賞与引当金

 役員賞与の支給に備えるため、当事

業年度に負担すべき支給見込額を計

上しております。

 当事業年度においては、支給見込が

ないため計上しておりません。

役員賞与引当金

同左

 

 当事業年度においては、支給見込が

ないため計上しておりません。

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、会計基準変更時

差異は、10年による均等額を費用処

理しております。過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(４年)による

定額法により費用処理しておりま

す。数理上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法により

翌事業年度から費用処理することと

しております。

退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。なお、会計基準変更時

差異は、10年による均等額を費用処

理しております。過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(４年)による

定額法により費用処理しておりま

す。数理上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法により

翌事業年度から費用処理することと

しております。

 (会計方針の変更)

 当事業年度より、「退職給付に係る

会計基準」の一部改正(その３)(企

業会計基準第19号 平成20年７月31

日)を適用しております。  

なお、同会計基準適用に伴う退職給

付債務の変動はないため、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はありません。 

役員退職慰労引当金

 役員退職金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額の100％を

計上しております。

役員退職慰労引当金

同左

事業構造改善引当金

 事業構造改善に伴い発生する費用及

び損失の支出に備えるため、その支

出見込額を計上しております。

―

環境対策引当金

 環境対策を目的とした支出に備える

ため、当事業年度末における支出見

込額を計上しております。
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項目
第59期

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

６ 外貨建資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は期末日直物為替

相場により、円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

同左

７ ヘッジ会計の方法 (イ)ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。但し、ヘッジ有効性

がない取引については評価差額を

損益として処理しております。な

お、特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては特例処

理によっております。

(イ)ヘッジ会計の方法

同左

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

  当事業年度にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。

   ヘッジ手段……金利スワップ

   ヘッジ対象……借入金

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(ハ)ヘッジ方針

  デリバティブ取引に関する権限規

定及び取引限度額等を定めた内部

規定に基づき、ヘッジ対象に係る

為替相場変動リスク及び金利変動

リスクを一定の範囲内でヘッジし

ております。

(ハ)ヘッジ方針

同左

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計又は相場変動を半期ご

とに比較し、両者の変動額等を基

礎にして、ヘッジ有効性を評価し

ております。但し、特例処理によ

っている金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しており

ます。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同左

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３カ月以内に満期日の到来する流動性

の高い容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資

同左

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理方法

同左
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【表示方法の変更】

第59期
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期（当事業年度）
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

(貸借対照表） （貸借対照表）

 前事業年度まで固定資産、投資その他の資産「その

他」に含めておりました「損害保険積立金」（前事業年

度は79,074千円）は、総資産額の100分の１を超えたた

め、当事業年度においては「保険積立金」として区分掲

記しております。 

 前事業年度においては区分掲記しておりました流動資

産「未収還付法人税等」（当事業年度は2,125千円）

は、総資産額の100分の１以下となったため、流動資産

「その他」に含めて表示しております。

 前事業年度まで「役員生命保険」として表示しており

ました固定資産、投資その他の資産「役員生命保険」

（当事業年度は141,369千円）は、ＥＤＩＮＥＴへのＸ

ＢＲＬ導入に伴い、財務諸表の比較可能性を向上するた

め、当事業年度より「保険積立金」に表示変更をしてお

ります。

  

 

(損益計算書） (損益計算書）

 前事業年度まで「外注製品受入高等」として表示して

おりました商品仕入高は、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導

入に伴い、財務諸表の比較可能性を向上するため、当事

業年度より「当期商品仕入高」に表示変更をしておりま

す。

 前事業年度まで区分掲記しておりました販売費及び一

般管理費「旅費及び交通費」（当事業年度は33,078千

円）は、販売費及び一般管理費の100分の５以下となっ

たため、当事業年度においては、販売費及び一般管理費

費の「その他」に含めて表示しております。
 前事業年度まで販売費及び一般管理費「その他」に
含めておりました「支払手数料」（前事業年度は
34,182千円）は、販売費及び一般管理費の100分の５を
超えたため、当事業年度においては区分掲記しており
ます。

 前事業年度においては販売費及び一般管理費「その

他」に含めておりました「旅費及び交通費」（前事業年

度は33,078千円）は、販売費及び一般管理費の100分の

５を超えたため、当事業年度においては区分掲記してお

ります。

 

(キャッシュ・フロー計算書）

前事業年度においては営業活動によるキャッシュ・フロ

ー「その他」に含めておりました「未払金の増減額（△

は減少）」（前事業年度は246,176千円）は当事業年度

においては重要性が増したため区分掲記しております。
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(7)【財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

項目
第59期

(平成21年３月31日)
第60期(当事業年度) 
(平成22年３月31日)

※１ 担保資産

 

担保に供されている資産

工場 
財団

科目 金額(千円)

提供して
いる担保

建物 169,562

構築物 25,859

機械及び装置 118,502

土地 540,884

計 854,810

借入債務等

一年以内に
返済予定の 
長期借入金

126,500

長期借入金 608,500

計 735,000

その他

提供して
いる担保

投資有価証券 133,866

投資その他の
資産「保険積
立金」

36,422

計 170,288

借入債務等

一年以内に
返済予定の 
長期借入金

63,000

長期借入金 58,000

計 121,000

 

担保に供されている資産

工場
財団

科目 金額(千円)

提供して
いる担保

建物 151,932

構築物 23,475

機械及び装置 82,590

土地 540,884

計 798,882

借入債務等

１年内返済予
定の 
長期借入金

289,000

長期借入金 944,500

計 1,233,500

その他

提供して
いる担保

建物 11,336

構築物 111

土地 272,339

投資有価証券 166,020

保険積立金 36,422

計 486,230

借入債務等

１年内返済予
定の 
長期借入金

62,000

長期借入金 296,000

計 358,000

※２ 当座貸越極度額及び貸

出コミットメント

運転資金の効率的な調達を行うため取
引銀行６行と当座貸越契約を締結し、
２行と貸出コミットメント契約を締結
しております。これらの契約に基づく
当事業年度末日の借入未実行残高は次
のとおりであります。
当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額
1,880,000千円

借入実行残高 1,150,000千円

差引額 730,000千円

運転資金の効率的な調達を行うため取
引銀行５行と当座貸越契約を締結して
おります。これらの契約に基づく当事
業年度末日の借入未実行残高は次のと
おりであります。

当座貸越極度額 1,450,000千円

借入実行残高 1,100,000千円

差引額 350,000千円

※３ 財務制限条項  運転資金の調達のため、三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行及び三井住友銀行との間で当
座貸越契約を結んでおり、一部につい
てコミットメント契約を交わしており
ます。当該コミットメント契約には財
務制限条項が付されており、当該条項
に抵触した場合には、該当する借入金
額を同２行に対し一括返済することが
あります。  
 当事業年度末現在、コミットメント
契約に係る借入金残高は、三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行に対し300百万円、三井住友銀
行に対し250百万円であり、いずれも財
務制限条項への抵触事実があります。
 なお、本報告書提出日現在、三菱東
京ＵＦＪ銀行とのコミットメント契約
に係る借入金300百万円は当座貸越契約
に移行しております。  
 また、三井住友銀行とのコミットメ
ント契約に係る借入金250百万円につき
ましても、当年６月末日付けで当座貸
越契約に移行することが確定しており
ます。

―

※４ 関係会社に対する資産

及び負債
売掛金 210千円

買掛金 6,898千円
 
買掛金 23,333千円
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項目
第59期

(平成21年３月31日)
第60期(当事業年度) 
(平成22年３月31日)

※５ 圧縮記帳 事業用地取得補助金の交付を受けて、
有形固定資産の取得価額から控除して
いた圧縮記帳額は、当事業年度におい
て取り崩しております。

―

※６ 有形固定資産に含まれ

る重要な休止固定資産

―
 
土地 87,790千円

(損益計算書関係)

項目
第59期

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１ 他勘定受入高

 

原材料及び貯蔵品、仕掛
品評価損等

350,491千円

上記の評価損等のうち、通常の販売目
的で保有するたな卸資産の収益性の低
下による簿価切下げ額が175,726千円含
まれております。

 

原材料及び貯蔵品から商
品への振替額等

137,994千円

上記の評価損等のうち、通常の販売目
的で保有するたな卸資産の収益性の低
下による簿価切下げ額が△24,013千円
含まれております。

※２ 他勘定振替高

 

原材料及び貯蔵品への振
替

2,577千円

その他 1,001千円

原材料及び貯蔵品への振
替

219千円

販売費及び一般管理費へ
の振替

827千円

その他 1,181千円

※３ 通常の販売目的で保有

するたな卸資産の収益

性の低下による簿価切

下額
 

売上原価 181,783千円

特別損失 90,309千円
 
売上原価 △24,134千円

※４ 研究開発費の総額 一般管理費に含まれる研究開発費の金
額は95,022千円であります。

一般管理費に含まれる研究開発費の金
額は68,964千円であります。

※５ 固定資産除却損 主に老朽劣化により廃棄した資産の除却
価額であり、内訳は次のとおりでありま
す。

建物 630千円

構築物 6,164千円

機械及び装置 733千円

工具、器具及び備品 621千円
 

主に老朽劣化により廃棄した資産の除
却価額であり、内訳は次のとおりであ
ります。

建物 1,005千円

機械及び装置 4,875千円

工具、器具及び備品 88千円

※６ 固定資産売却益

 

― 旧深川工場の残存設備の売却益であり、
内訳は次のとおりであります。

固定資産の売却額 17,251千円

固定資産の売却原価

機械及び装置 2千円

工具、器具及び備品 0千円

売却原価計 2千円

固定資産売却益 17,248千円

※７ 固定資産売却損

 

― 主に老朽劣化により使用予定のない設
備の売却損であり、内訳は次のとおりで
あります。

固定資産の売却額 90千円

固定資産の売却原価

機械及び装置 1,072千円

工具、器具及び備品 152千円

売却原価計 1,225千円

固定資産売却損 1,134千円

※８ 環境対策費 ―

 

環境対策費の内訳はつぎのとおりであり
ます。
土壌汚染調査費及び汚染
土壌処理費用

19,255千円

産業廃棄物処分費用 5,531千円

アスベスト処理費用 4,490千円

ＰＣＢ処理費用 3,551千円

上記の費用のうち、環境対策引当金繰
入額は11,880千円であります。
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項目
第59期

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※９ 事業構造改善費用

 

 当社は収益構造の抜本的な改善を目
的に、人員の適正化、北海道深川工場
の閉鎖及び門司工場、寝屋川工場への
生産体制の集約等の事業再編に着手し
ておりますが、その実施に係る費用及
び損失を事業構造改善費用として特別
損失に計上しております。
主な内容は下記のとおりであります。

内容 金額

設備の移動・設置、たな卸資
産の移動費用等

314,222千円

希望退職者に係る特別退職一
時金等

202,860千円

残存設備の処理に係る費用等 140,246千円

その他 136,814千円

合計 794,144千円

上記の費用のうち、事業構造改善引当
金繰入額は373,350千円であります。

 ―

※10 減損損失

 

 当社は、当事業年度において以下の
資産について減損損失を計上しており
ます。
用途 種類 場所 減損損失

事業資
産

建物、機
械及び装
置、土地
等

深川工場
（北海道
深川市）

688,602千円

遊休資
産

機械及び
装置

門司工場
（福岡県
北九州
市）

2,819千円

遊休
資産

機械及
び装置

寝屋川工
場（大阪
府寝屋川
市）

4,075千円

 当社は、減損損失の算定に当たっ
て、工場については継続して収支を把
握している管理会計上の区分である事
業部門をグルーピング単位とし、遊休
資産についてはそれぞれの物件ごとに
１つの資産グループとしております。
また、本社、東京支店及び技術開発部
については独立したキャッシュ・フロ
ーを生み出さないことから共用資産と
しております。  
 深川工場の資産グループについて
は、収益性が著しく低下したため、門
司工場、寝屋川工場については需要の
減少により遊休化している資産につい
て、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額695,498千円を特別損失
に計上しております。  
 減損損失の内訳は、建物395,443千
円、機械及び装置244,555千円、土地
19,306千円、その他36,194壱千円であ
ります。
 なお、深川工場の資産グループの回
収可能価額は、土地については正味売
却可能価額、その他の資産については
使用価値により測定しております。土
地の正味売却可能価額は不動産鑑定士
による鑑定評価額を基に算定し、その
他の資産の使用価値については算定の
結果ゼロとなり、また当該資産の売却
価額を見込むことができないため、備
忘価額により評価しております。
 門司工場、寝屋川工場の遊休資産の
回収可能価額は正味売却可能価額によ
り測定しておりますが、売却価額を見
込むことができないため、備忘価額に
より評価しております。

―
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第59期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 13,588株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

    該当事項はありません。 

  

第60期(当事業年度)（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 3,923株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

    該当事項はありません。 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

    該当事項はありません。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 23,380,012 ― ― 23,380,012

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 88,643 13,588 ― 102,231

決議 株式の種類
配当金の総額
  （千円）

１株当たり配当額
  （円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会

普通株式 93,165 4.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 23,380,012 ― ― 23,380,012

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 102,231 3,923 ― 106,154
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

項目
第59期

(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期

末残高と貸借対照表に掲載され

ている科目の金額との関係
 

現金及び預金勘定 1,039,428千円

現金及び現金同等物 1,039,428
 

現金及び預金勘定 1,449,015千円

現金及び現金同等物 1,449,015

(リース取引関係)

第59期
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１．ファイナンス・リース取引

(借主側)

１．ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

 ・有形固定資産

  主として、各事業所におけるコンピュータ(工具、

器具及び備品)、及び生産設備(機械及び装置)であ

ります。

 ・無形固定資産

  主として、会計用ソフトウェアであります。

②リース資産の減価償却の方法

  「重要な会計方針」４「固定資産の減価償却の方

法」に記載しております。

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

 ・有形固定資産

  主として、各事業所におけるコンピュータ(工具、

器具及び備品)、及び生産設備(機械及び装置)であ

ります。

・無形固定資産

  主として、会計用ソフトウェアであります。

②リース資産の減価償却の方法

  「重要な会計方針」４「固定資産の減価償却の方

法」に記載しております。

２．オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの
に係る未経過リース料

１年以内 13,234千円

１年超 15,447千円

合計 28,682千円

２．オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに
係る未経過リース料

１年以内 39,140千円

１年超 85,008千円

合計 124,148千円
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(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、時価のあるその他有価証券について前事業年

度において29,160千円、当事業年度において1,260千円の減損処理を行っております。 

    減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合は、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行っております。 

  

  

 
  

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

該当事項はありません。 

  

(金融商品関係)

金融商品に関する注記につきましては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を

省略しております。

(有価証券関係)

(1) その他有価証券で時価のあるもの

区分

第59期
(平成21年３月31日)

第60期(当事業年度) 
(平成22年３月31日)

取得原価 
(千円)

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

貸借対照表日
における貸借
対照表計上額 

(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

 株式 135,622 225,301 89,679 206,214 357,856 151,642

 その他 ― ― ― 9,235 13,834 4,599

小計 135,622 225,301 89,679 215,449 371,690 156,241

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

 株式 75,861 62,182 △ 13,679 5,180 4,616 △ 564

 その他 19,489 19,489 ― 10,185 10,185 ―

小計 95,351 81,671 △ 13,679 15,365 14,801 △ 564

合計 230,973 306,973 75,999 230,814 386,492 155,677

(2) 時価評価されていない有価証券

区分

第59期
(平成21年３月31日)

第60期(当事業年度) 
(平成22年３月31日)

貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 
   非上場株式

28,320 19,104

(3)当事業年度中に売却したその他有価証券

第59期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

(持分法損益等)

第59期
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

持分法を適用する関連会社がないので、該当事項はあり

ません。

同左
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(退職給付関係)

第59期
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

第60期(当事業年度)
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要
  退職金制度の70％相当額について適格退職年金制度

を採用し、残額については退職一時金を充当してお
ります。

１ 採用している退職給付制度の概要
 退職金制度の70％相当額について確定給付企業年金
制度を採用し、残額については退職一時金を充当し
ております。

(追加情報)
当事業年度より、従来の適格退職年金制度から確定
給付企業年金制度へ移行いたしました。なお、移行
に伴う損益は発生しておりません。

 

２ 退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △1,257,569千円

(2) 年金資産 590,745 〃

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △666,824 〃

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 120,869 〃

(5) 未認識数理計算上の差異 294,481 〃

(6) 貸借対照表計上額純額
  (3)＋(4)＋(5)

△251,473 〃

(7) 前払年金費用 ― 〃

(8) 退職給付引当金(6)－(7) △251,473千円
 

２ 退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △805,427千円

(2) 年金資産 219,725 〃

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △585,701 〃

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 ― 〃

(5) 未認識数理計算上の差異 190,260 〃

(6) 貸借対照表計上額純額
 (3)＋(4)＋(5)

△395,440 〃

(7) 前払年金費用 ― 〃

(8) 退職給付引当金(6)－(7) △395,440千円

 

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 64,108千円

(2) 利息費用 29,744 〃

(3) 期待運用収益 △17,094 〃

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 31,582 〃

(5) 会計基準変更時差異の
  費用処理額

120,867 〃

(6) 退職給付費用
  (1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)

229,207千円

 

３ 退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 62,798千円

(2) 利息費用 25,151 〃

(3) 期待運用収益 △14,768 〃

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 42,964 〃

(5) 会計基準変更時差異の
 費用処理額

120,869 〃

(6) 退職給付費用
 (1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)

237,014千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％

(3) 期待運用収益率 2.5％

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 ４年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法による。)

(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法により、翌期から費用処理
することとしております。)

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 10年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％

(3) 期待運用収益率 2.5％

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 ４年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法による。)

(5) 数理計算上の差異の処理年数 10年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法により、翌期から費用処理
することとしております。)

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 10年

５ 総合設立型厚生年金基金の年金資産残高
  当社は、日本工作機械関連工業厚生年金基金(総合

型)に加入しております。
(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31

日現在）
年金資産の額         116,372,861千円

年金財政計算上の給付債務の額 147,188,366  〃

差引額           △ 30,815,504 〃
(2)制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成20年３

月分）
1.1％

(3)補足説明
  上記(1)差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去

勤務債務残高34,179,202千円及び剰余金3,363,697千
円であります。本制度における過去勤務債務の償却
方法は期間20年の元利均等償却であります。

５ 総合設立型厚生年金基金の年金資産残高
 当社は、日本工作機械関連工業厚生年金基金(総合
型)に加入しております。

(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31
日現在）
年金資産の額            93,997,644千円

年金財政計算上の給付債務の額 148,468,932 〃

差引額           △54,471,287 〃
(2)制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成21年３

月分）
0.9％

(3)補足説明
 上記(1)差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去
勤務債務残高32,845,188千円及び資産評価調整加算
額14,217,687千円、財政上の不足金7,408,412千円で
あります。本制度における過去勤務債務の償却方法
は期間20年の元利均等償却であります。
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当社は北海道深川市において、賃貸等不動産(操業を中止し遊休化した工場の土地及び建物)を有しております。 

当事業年度における当該賃貸等不動産に関する損益は16,024千円の損失であり、当該不動産に係る管理費用は営

業外費用に計上しております。 

また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２ 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を

行ったものを含む。）であります。 

当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20年

11月28日）を適用しております。 

(税効果会計関係)

第59期 
(平成21年３月31日)

第60期(当事業年度) 
(平成22年３月31日)

１ 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

税務上の欠損金 326,513千円

事業構造改善費用 311,978 〃

減損損失 282,650 〃

たな卸資産評価損 203,197 〃

退職給付引当金 102,198 〃

減価償却費 85,126 〃

役員退職慰労引当金 45,963 〃

投資有価証券評価損 42,944 〃

貸倒引当金 36,406 〃

ゴルフ会員権・株式評価損 26,739 〃

賞与引当金 25,099 〃

その他 95,477 〃

繰延税金資産小計 1,584,290千円

評価性引当額 △1,584,290千円

繰延税金資産合計 ― 千円

その他有価証券評価差額金 △26,434千円

その他 △11,745 〃

繰延税金負債合計 △38,179千円

繰延税金負債の純額 △38,179千円

 

１ 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

税務上の欠損金 916,917千円

減損損失 198,342 〃

退職給付引当金 160,707 〃

たな卸資産評価損 146,240 〃

役員退職慰労引当金 35,023 〃

ゴルフ会員権評価損 26,516 〃

賞与引当金 24,396 〃

その他 53,269 〃

繰延税金資産小計 1,561,413千円

評価性引当額 △1,561,413千円

繰延税金資産合計 ― 千円

その他有価証券評価差額金 △33,899千円

繰延税金負債合計 △33,899千円

繰延税金負債の純額 △33,899千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   当事業年度は税引前当期純損失であるため、記載

を省略しております。

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に
損金に算入されない項目

17.7％

受取配当等永久に
益金に算入されない項目

△16.4％

住民税均等割等 89.6％

評価性引当額 △178.3％

税効果適用後の法人税等の負担率 △46.7％

(賃貸等不動産)

貸借対照表計上額
期末時価

第59期 当期増減額 第60期(当事業年度)

87,793千円 ―千円 87,793千円 87,793千円

(追加情報)
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第59期（自 平成20年４月１日  至 平成21年３月31日） 

(追加情報) 

当事業年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 企業会

計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準第13号)

を適用しております。 

この結果、従来の開示対象範囲と変更はありません。 

１ 関連当事者との取引 

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んで表示しております。 

２ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

３ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

  原材料の購入については、毎月市場の実勢価格をみて、価格交渉の上決定しております。 

  製品の販売については、市場価格等を参考に決定しております。 

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 
  
(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

該当事項はありません。 
  
(4) 財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等 

該当事項はありません。 
  
２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

  

第60期(当事業年度)（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日） 

１ 関連当事者との取引 

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んで表示しております。 

２ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

３ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

  原材料の購入については、毎月市場の実勢価格をみて、価格交渉の上決定しております。 

  製品の販売については、市場価格等を参考に決定しております。 

(関連当事者情報)

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内
容

取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

その他の 
関係会社 

 

太陽鉱工株式会社 
 

神戸市
中央区

 
200,000

鉄鋼用合金
鉄、化学工業
用薬品、希土
類等の製造販
売 
 

 直接27.13

 間接 - 

製品の販売
製品の販
売

2,928 売掛金 210

原材料の購入
原材料の

購入
554,832 買掛金 6,898

役員の兼任

種類
会社等の名称  

又は氏名
所在地

資本金又 

は出資金 

(千円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有  

(被所有) 

割合(％)

関連当事者  

との関係

取引の内

容

取引金額 

（千円）
科目

期末残高

（千円）

その他の 

関係会社

太陽鉱工株式会

社

神戸市

中央区
200,000

鉄鋼用合金
鉄、化学工業
用薬品、希土
類等の製造販
売

 直接30.60

 間接 -

製品の販売
製品の販
売

4,506 売掛金 ―

原材料の購入
原材料の
購入

228,772 買掛金 23,333

営業取引以外の取引
固定資産
の売却

1,320 ―

役員の兼任
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(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

該当事項はありません。 
  
(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

該当事項はありません。 
  
(4) 財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等 

該当事項はありません。 
  
２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

  

 
(注) １ 第59期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また潜在株

式がないため記載しておりません。第60期(当事業年度)の潜在株式調整後１株当たり純利益金額について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

 
  

 (2) １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額(△) 

 
  

    該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目 第59期 第60期(当事業年度)

１株当たり純資産額(円) 120.28 123.93

１株当たり当期純利益金額(△１株

当たり当期純損失金額)(円)
△134.40 0.54

第59期 第60期(当事業年度)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,799,815 2,884,344

普通株式に係る純資産額(千円) 2,799,815 2,884,344

普通株式の発行済株式数(株) 23,380,012 23,380,012

普通株式の自己株式数(株) 102,231 106,154

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

23,277,781 23,273,858

第59期 第60期(当事業年度)

損益計算書上の当期純利益(△当期純損
失)(千円)

△ 3,129,469 12,640

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(△当期純損
失)(千円)

△ 3,129,469 12,640

普通株式の期中平均株式数(株) 23,284,709 23,275,171

(重要な後発事象)
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平成22年６月29日付 予定 

(1)代表取締役の異動 

新任予定代表取締役 

 
       

退任予定代表取締役 

 
    

(2)その他の役員の異動 

新任取締役候補 

 
  

新任監査役候補 

 
  

役員の異動 

 
  

 
  

5. その他

 役員の異動

代表取締役社長 三喜田 浩 （現 常務取締役）

相談役 中村  裕 （現 代表取締役社長）

取締役経理部長 有馬 敬三 （現 経理部部長）

取締役門司工場長 村中 敏夫 （現 品質保証部部長）

取締役総務部長 新保  守 （現 総務部部長）

常勤監査役 法福 英志 （現 取締役寝屋川工場長）

常務取締役 合田 泰孝 （現 取締役営業担当兼東京支店長）

取締役技術開発部長 秋吉 直義 （現 取締役生産担当兼門司工場長）

 人事異動

東京支店長兼大阪営業部部長兼東京
営業部部長

前野 善典 （現 大阪営業部部長）

寝屋川工場工場長 渡部  聡 （現 技術開発部部長）

品質保証部部長 小樋 誠二 （現 門司工場工場長代理）
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